
４　サービス計画の作成、記録等に関する自己チェックシート
特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売
	項　　　目
	点　　　　検　　　　項　　　　目
	チェック欄
	特　記　事　項

	居宅介護支援事業者等との連携
	指定特定福祉用具販売事業者は、指定特定福祉用具販売を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めているか。
	いる
	いない
	密接な連携のために取り組んでいることがあれば記入のこと。



	
	指定特定福祉用具販売事業者は、指定特定福祉用具販売の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な相談又は助言を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めているか｡
	いる


	いない


	

	心身の状況等の把握
	　指定特定福祉用具販売事業者は、指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて､利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めているか。
	いる
	いない
	サービス担当者会議に出席している主な職員の職氏名を記入のこと。



	特定福祉用具販売計画の作成
	福祉用具専門相談員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、指定特定福祉用具販売の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した特定福祉用具販売計画を作成しているか。

　指定福祉用具貸与の利用があるときは、福祉用具貸与計画と一体的に作成しているか。
※　特定福祉用具販売計画の作成に当たっては、福祉用具の利用目標、具体的な福祉用具の機種、当該機種を選定した理由等を記載すること。その他、関係者間で共有すべき情報（福祉用具使用時の注意事項等）がある場合は、留意事項に記載すること。

※　特定福祉用具販売計画の様式については、各事業所毎に定めるものでよい。
	いる
	いない
	特定福祉用具販売計画を作成している主な担当者の職氏名を記入のこと。

	
	特定福祉用具販売計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は､当該計画の内容に沿って作成し、指定福祉用具販売を提供しているか。
	いる
	いない
	

	
	福祉用具専門相談員は、特定福祉用具販売計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ているか。

※　特定福祉用具販売計画の目標や内容等について、利用者及びその家族に理解しやすい方法で説明すること。
	いる
	いない
	利用者又はその家族に対して特定福祉用具販売計画の説明をしている担当者の職氏名を記入のこと。




	
	福祉用具専門相談員は、特定福祉用具販売計画を作成した際には、当該特定福祉用具販売計画を利用者に交付しているか。
	いる
	いない
	

	サービスの提供の記録
	指定特定福祉用具販売事業者は、指定特定福祉用具販売を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しているか。
	いる
	いない
	


※　特定介護予防福祉用具販売については、「指定特定福祉用具販売（事業者）」とあるのは「指定特定介護予防福祉用具販売（事業者）」と、「居宅介護支援事業者」とあるのは「介護予防支援事業者」と、「居宅サービス計画」とあるのは「介護予防サービス計画」と、「法第41条第6項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「法第53条第4項の規定により利用者に代わって支払を受ける介護予防サービス費の額」と読み替えるものとする。

